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　登録第５７５６４０２号商標の商標登録に対する登録異議の申立てについ
て、次のとおり決定する。

結　論
　登録第５７５６４０２号商標の商標登録を維持する。

理　由
第１　本件商標
　本件登録第５７５６４０２号商標（以下「本件商標」という。）は，「マ
イナンバー」の片仮名を標準文字により表してなり，平成２６年５月３０日
に登録出願され，第９類，第１６類，第２５類，第３５類，第３６類，第
３８類，第４１類，第４２類及び第４５類に属する商標登録原簿に記載のと
おりの商品及び役務を指定商品及び指定役務として，平成２７年３月５日に
登録査定，同年４月１０日に設定登録されたものであり，同年５月１９日に
商標掲載公報が発行されている。

第２　登録異議の申立ての理由の要旨
　１　申立ての理由について
　登録異議申立人（以下「申立人」という。）は，本件商標及びその指定商
品及び指定役務中，第３６類に属する役務については，先願に係る商願
２０１５－６０４１（以下「引用出願」という。）の商標と同一又は類似
し，その指定役務においても互いに同一又は類似するものであるから，商標
法第８条第１項に違反し，当該引用出願が登録されることにより，商標法第
４条第１項第１１号違反となり，商標法第４３条の２第１号に該当する。
　よって，上記指定役務に係る本件商標登録は，取り消されるべきである。
　２　引用出願について
　申立人が引用する引用出願は，「ＭＹ　ＮＵＭＢＥＲ」の欧文字を標準文
字で表してなり，第３６類に属する別掲の役務を指定役務として，平成２６
年９月１日に登録出願された商願２０１４－７３１０４（以下「原出願１」
という。）を原出願とする，商標法第１０条第１項の規定による商標登録出
願である旨主張して，同年１月２６日に商標登録出願されたものである。
　そして，原出願１も，平成２６年３月１８日に登録出願された商願
２０１４－２０５５５（以下「原出願２」という。）を原出願とする，商標
法第１０条第１項の規定による商標登録出願である旨主張して，商標登録出
願されたものである。
　さらに，引用出願，原出願１及び原出願２の指定役務は，いずれも，同一
の第３６類に属する別掲の役務を指定役務としているものである。
　また，これらの商標登録出願については，最終的に，原出願２は平成２６
年９月２４日に，原出願１は同２７年３月１１日に，引用出願は同年８月６
日に，いずれも出願却下処分がなされている。

第３　当審の判断
　１　引用出願における商標法第１０条第１項及び同条第２項の適用の妥当
性について
　申立人は，引用出願について，商標法第１０条第１項の規定による商標登



録出願である旨主張する商標登録出願を行っているところ，同条項は，商標
登録出願の分割の要件を定めたものであり，その第１項で「商標登録出願人
は，審査，審判若しくは再審に係属している場合又は商標登録出願について
の拒絶をすべき旨の審決に対する訴えが裁判所に係属している場合に限り，
二以上の商品又は役務を指定商品又は指定役務とする商標登録出願の一部を
一又は二以上の新たな商標登録出願とすることができる。」と規定されてお
り，同条第２項において，「前項の場合は，新たな商標登録出願は，もとの
商標登録出願の時にしたものとみなす。」とされている。
　そして，引用出願は，上記「第２　２」のとおり，原出願２に係る新たな
商標登録出願として商標法第１０条第１項の規定による商標登録出願である
旨主張する原出願１について，さらに，新たな商標登録出願として商標法第
１０条第１項の規定による商標登録出願である旨主張して商標登録出願がな
されたものである。
　しかしながら，原出願１は，原出願２の出願に係る指定役務のすべてを指
定役務としており，「商標登録出願の一部を一又は二以上の新たな商標登録
出願とすることができる（下線は，合議体による。）」としている商標法第
１０条第１項の要件を満たしていない。
　したがって，原出願１は，もとの商標登録出願と主張する原出願２の出願
の時に出願したものとみなすことはできない。
　そうすれば，引用出願についても原出願１の指定役務のすべてを指定役務
としており，商標法第１０条第１項の要件を満たしていないものであるか
ら，引用出願は，もとの商標登録出願と主張する原出願１の出願の時に出願
したものとみなすことはできない。
　２　商標法第８条第１項及び同法第４条第１項第１１号該当性について
　上記１のとおり，引用出願について，商標法第１０条第１項の要件を満た
さず，同項の出願ではないから，同条第２項の適用はされないものであり，
その出願日は，平成２７年１月２６日と認められるものである。
　そうすれば，引用出願は，本件商標の出願日である平成２６年５月３０日
以後の出願となる。
　また，引用出願は，上記「第２　２」のとおり，既に出願却下処分がなさ
れているものである。
　したがって，本件商標は，商標法第８条第１項の規定に反して登録された
ものではない。
　さらに，上記のとおり，引用出願は，本件商標の出願日以後の出願であ
り，かつ，既に出願却下処分がなされ，登録商標となっている出願でもな
い。
　したがって，本件商標は，同法第４条第１項第１１号に反して登録がされ
たものでもない。
　３　まとめ
　以上のとおり，本件商標の登録は，商標法第８条第１項及び同法第４条第
１項第１１号に違反してされたものではなく，また，商標同法第４３条の２
第１号に該当しないから，同法第４３条の２第４項の規定により，維持すべ
きものである。
　よって，結論のとおり決定する。

別掲
預金の受け入れ（債権の発行により代える場合を含む。）及び定期預金の受
入れ，資金の貸付け及び手形の割引，内国為替取引，債務の保証及び手形の
引受け，有価証券の貸付け、金銭債権の取得及び譲渡，有価証券、貴金属そ
の他の物品の保護預かり，両替，金融先物取引の受託，金銭、有価証券、金
銭債権、動産、土地若しくはその定着物又は地上権若しくは土地の賃借権の
信託の引受け，債券の募集の受託，外国為替取引，信用状に関する業務，前
払式証票の発行，ガス料金又は電気料金の徴収の代行，商品代金の徴収の代
行，有価証券の売買，有価証券指数等先物取引，有価証券オプション取引，
外国市場証券先物取引，有価証券の売買、有価証券指数等先物取引、有価証
券オプション取引及び外国市場証券先物取引の媒介、取次ぎ又は代理，有価
証券市場における有価証券の売買取引、有価証券指数等先物取引及び有価証
券オプション取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理，外国有価証券市場におけ
る有価証券の売買取引及び外国市場証券先物取引の委託の媒介、取次ぎ又は
代理，有価証券先渡取引，有価証券店頭指数等先渡取引，有価証券店頭オプ
ション取引若しくは有価証券店頭指数等スワップ取引又はこれらの取引の委



託の媒介、取次ぎ若しくは代理，有価証券等精算取次ぎ，有価証券の引受
け，有価証券の売出し，有価証券の募集又は売出しの取扱い，株式会社に関
する情報の提供，商品市場における先物取引の受託，割賦購入あっせん，生
命保険契約の締結の媒介，生命保険の引受け，損害保険契約の締結の代理，
損害保険に係る損害の査定，損害保険の引受け，保険料率の算出，建物の管
理，建物の貸借の代理又は媒介，建物の貸与，建物の売買，建物の売買の代
理又は媒介，建物又は土地の鑑定評価，土地の管理，土地の貸借の代理又は
媒介，土地の貸与，土地の売買，土地の売買の代理又は媒介，建物又は土地
の情報の提供，骨董品の評価，美術品の評価，宝玉の評価，企業の信用に関
する調査，税務相談，税務代理，慈善のための募金，決済業務，為替取引，
銀行業務，証券業務

平成２７年１２月２８日

　　審判長　　特許庁審判官 井出 英一郎
特許庁審判官 金子 尚人
特許庁審判官 榎本 政実

（この書面において著作物の複製をしている場合のご注意）　　　　　　　
　特許庁は、著作権法第４２条第２項第１号（裁判手続等における複製）の
規定により著作物の複製をしています。取扱いにあたっては、著作権侵害と
ならないよう十分にご注意ください。
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